
・週に１～2 日休日が増える。体力、介護、孫の面倒見など様々想定される。 

・短日数勤務の規模者数がわからないと示せない。例えば、乗務員として交番

で乗務し、休みの増加分は予備を充当する。希望が多ければ別組を作る。 

・現段階では雲を掴むような話しで、詳細は職場ごとに決めることになる。 

・短日数希望を理由に、運用において差別されることがあってはならない。 

・グループ会社にも制度制定を強く求めるべきだ。 

・短日数勤務の活用は本人の希望によって行うことを確認！ 

・詳細な運用は個別に確定していくことを確認！ 

・エルダー出向者が本体にさらに出向して勤務することは考えていない。 

・若年出向者が、エルダー出向となった後に、本体エルダーとなることはある。 

・既にエルダー出向の方は、制度開始後も本体勤務とはならない。 

・本体の支給基準に合わせると、4 月と 9 月に退職する社員には精勤手当が支

給されない。それでも、年収ベースでは大幅に改善される。 

・本体勤務を想定して分母を合わせるが、超勤前提で勤務する訳ではない。 

・管理者の手当はエルダーに支給しない。これまで想定していない部分だった

ので、3 万円と４万円の制度を新設する。乗務手当など、職種ごとに本体で

支給されている手当は、本体エルダーとなっても支給される。 

・管理者がエルダーになって、同じ業務に従事して手当減額は納得できない。 

・年収が増加することは反対しないが、短日数を設定している中で割増賃金単

価を上げるのは矛盾がある。 

・大きな社会変化があれば措置するが、今回見直しは行わない。 

・年収で考えると、基準賃金を 18 万円と仮定すると、精勤手当が約 6 ヶ月で

108 万円となる。満額で 30 万円の精勤手当に比べて大幅に増えている。 

・出向負担金については、賃金相当分を負担して頂く基本に変わりはない。 

・この間のエルダー賃金の基本は、公的給付を最大限に活用することだった。

年金支給などの問題は一企業の問題ではないと会社は主張してきた。今回そ

の考え方を変えたのであれば、その点もしっかりと議論する。 
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